
１．本稿の目的

　戦後日本の大企業の日本的特質を摘出するた

めに社会科学は膨大な研究を蓄積してきた。そ

の一端を示せば，年功賃金につては氏原正次郎

（氏原　１９５３），長期期勤続制度についてはアベ

グレン（１９５８　アベグレン／占部都美訳），労

職混合労働組合については二村一夫（二村　

１９９４），電産型賃金については河西宏祐（河西

２００７），定期一括採用については田中博秀（田

中　１９８０），熟練・能力形成については小池和

男（小池　１９９１），人事考課では遠藤公嗣（遠藤

１９９９），定年制については佐口和郎（佐口　

２００３），学校から職場への「間断のない移動」に
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ついては菅山真次（杉山　２０１１），学歴身分制

については野村正實（野村　２００７）がある。総

体としての企業社会の成立と問題性の摘出につ

いては熊沢誠（熊沢　１９８１）や元島邦夫（元島

　１９８２）がある。これらの日本的経営の特質に

ついての入念な研究に比べると人事異動の定期

化に関する実証的な研究はほとんどない１）。本

稿ではトヨタ自動車を事例として，人事異動の

制度化，体系化，定期化の経過の一端を実証的

に論じる２）。

２．１９５５年『労務研究』の 

「定期人事異動制度」論文

　さて，１９５５（昭和３０）年に日本労務研究会学

会誌『労務研究』は兼子毅の「定期人事異動制

度」と題する論文を掲載している。当時東芝本＊立命館大学名誉教授

戦後トヨタにおける人事異動の定期化過程

辻　勝次＊

　日本的経営や日本的雇用慣行を構成する諸制度，例えば終身雇用，年功賃金・年功昇進，協調的労
使関係，定期一括採用，定年制などについては綿密な実証研究が重ねられてきた。そうした中で定期
人事異動についての実証的研究はほとんどない。本稿はトヨタ自動車を例に，当初は状況即応的で臨
時的に行われた人事異動が，企業社会が成立期（１９６０年代），調整期（１９７０年代），成熟期（１９８０年代）
と発展するにつれ，制度的に年１回の大規模異動として定期化されていく経過を実証的に検証した。
トヨタの人事異動が定期化されたのは技能系では１９８０年代初頭であり，事務・技術系では１９７０年代初
頭である。またブルーカラーとホワイトカラーの異動が完全に一本化され，年１回に同時化されたの
は１９９４年からである。この結論に至る過程で，企業社会にとって人事異動の定期化の意味，社員意識
への帰結についても考察した。
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社人事課職員（地位は分からない）だった兼子

の言うところを聞こう。「採用，配置，教育，異

動，昇進の一連の問題は経営の循環器官であ

り，その大動脈をなすものが幹部候補要員とし

ての定期採用職員の系統的昇進制度である。そ

れは毎年定期に優秀な新職員を迎え，一方任務

の終わった職員を排除して経営体を常にvivid

に保ための営みなのである」。こうした系統的

昇進制度を合理的に運営するためには，「系統

的昇進階梯を示すポジションが明確になってい

ること」，「さらに組織内のポジションが相互の

論理的関係において分類され，（中略）昇進の

経路が各ポジションの職務に基づいて明確に示

されている」ことが必要である。

　続けて兼子は「経営の労務需給計画は次のご

とく採用別に分類される。A　幹部候補要員─

十分厳選された優秀者が，各年次にわたって切

れ目なく一定数確保されることが必要であり，

新規大学卒業者を対象として中央で定期に採用

する。B　中堅幹部要員─各年次にわたって切

れ目なく定数が確保されることを要する。新規

高卒者を対象として各事業所で定期に採用す

る。C　特殊（専門）事務技術要員─（中略）

特殊な技術や経歴を要するエキスパートで企業

組織内で養成せず，過年度卒業の有経験者を対

象として採用する。D　作業要員─生産計画に

基づいて所用人数が決定される。（中略）また

技能養成工要員として，生産計画とは関係なく

新制中学卒を確保する場合がある。E　その他

─医師，看護婦，電話交換手，タイピスト，守

衛，自動車運転手等で，欠員が生ずれば当然補

充採用されるものである」。これらの採用区分

別社員層には次のような人事管理を行う。「A

は中央の系統的昇進制度に乗り（中略），Bは各

事業所で用意する系統的昇進制度に載せられる
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（一定の勤続以上，あるいは資格以上，役職以

上となれば中央に切り替えられるべきである）。

B，C，Dグループは（中略）昇進コースや昇進

テンポはA，Bのごとく系統的に画一的に取り

扱えるものではない」。　さらに兼子は１９５５年当

時の人事管理について次の現状認識も加えてい

る。①大企業には戦前段階ですでに，習慣的に

それと認められるような幹部候補生の昇進系統

や昇進基準があったと推測される。②戦時中に

無計画に行われた大量採用のために，大企業の

人事構成には極端な凹凸が現れていて，一部の

年次では「過剰飽和」している。③戦後の混乱

期には長期の見通しに立った職員需給計画が樹

てられなかったために，幹部候補要員の定期採

用がなかった。今後はこれらの阻害要因を除去

しつつ，人事の定期化に努力する必要がある。

　１９５５年といえば日本の経済・社会がようやく

混乱を脱して高度成長に入ろうとする時点であ

る。まだ日本的雇用慣行ないし，私のいう企業

社会の全体骨格が定まってはいなかったこの時

期に，定期採用，教育訓練，人事考課，長期勤

続，定年制度，学歴・採用区分別人事管理な

ど，その後企業社会の基幹的諸制度へと発達す

る諸制度にも言及しながら，企業秩序の再建に

向けて人事異動の定期化が必要であると主張し

た兼子の見解は卓見であった。職務給だけは日

本の実情に適さないと，立ち消えになったが，

１９６０年代には日本の大企業は製造業も含めて，

人事異動を定期化するようになる。

３．１９８０年，田中博秀の定期人事異動論

　兼子の論文から２５年後，日本的雇用慣行が確

立し企業社会体制が成熟期に入った１９８０年に，

労働省高官として戦後日本の労働界の変遷を見



聞してきた田中博秀は，定期人事異動制度と日

本的雇用慣行との深い関係について論じてい

る。日本の「人」中心の人事・雇用慣行は欧米

の「job」を中心とするそれと著しく異なるとい

うのが田中の立論の出発である。①欧米には長

期雇用の概念はないが，日本の会社は終身雇用

制度を前提に成り立っている。②欧米には職務

と職務給制度があるが日本にはない。日本は

個々の人の年齢や勤続に基礎を置いた年功賃金

である。③日本では新人は新規学卒として定期

一括採用されるが，欧米では空席が生じるたび

に外部労働市場から欠員を補充する。

　田中は定期人事異動と新規学卒一括採用との

強い関係を指摘している。４月に入社してくる

大量の新人を職場に配属するとなれば，既存の

職場員はどこかへ押し出される。押し出された

者はその先で誰かを押し出すことになる。こう

した連鎖を合理的に解決するのが定期人事異動

である。こうして定期学卒一括採用は定期人事

異動を「必然」的に帰結する。定期人事異動制

度は，日本の会社では「極めてあたりまえ」で

ありながら，欧米人からみると「どうしても理

解できない」「不可解」なものである。しかし

この制度は日本的雇用慣行の主要制度の一部を

なし，企業にとっては人材活用面で合理性を持

つ（田中　１９８０　pp.３７７-３８１）。

４．分析主題とデータの性格

　兼子や田中が指摘しているように人事異動の

定期化には，日本的雇用慣行を構成する大小の

関連諸制度の同時・並行的整備が伴う。したが

って人事異動の定期化もこうした関連諸制度と

相互に関連を持ちながら発達した，と理解すべ

きだろう。とりわけ田中のいう定期一括採用と
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の関係が重要になる。しかし筆者の限られた力

量では，日本的雇用慣行全般に関連づけて人事

異動の定期化過程を追跡することは不可能であ

る。筆者は従前からトヨタの社内報『トヨタ新

聞』に現れる人事関連記事を網羅的にパソコン

に取り込んで TWCD（TOYOTA Workers 

Career Data）と名付けたデータベースを構築

してきた。本稿はTWCDを使って１９５５～１９９９

年の４５年間について，年度ごとに人事異動が行

われた回数，月，その具体的な内容などを分析

することで，人事異動が定期化されていく経過

について実証的に考察することが中心になる。

５．戦後初期の人事報道

　人事異動の定期化を主題としている本稿で

は，とりわけその出発点での状態を把握するこ

とが重要である。ところが１９５０年に『トヨタ新

聞』が創刊されるまでの戦後の状況はまったく

わからない。また，１９５０年以後も人事異動記事

は最初の５年ほどは規模も小さく，臨時的，そ

の都度的に行われ，報道方式にも統一性がなか

った。他方の定期一括採用も１９５０年の争議によ

る採用停止を挟んで，採用数はごく少なかっ

た３）。このため初期について人事の概況を把握

することは，極めて困難である。こうした事実

それ自体が当時の人事異動の形態が定期化以前

の段階にあったことを示している。まず１９５０年

から１９５７年までの報道の様子を見ておこう。

１９５０（昭和２５）年　この年の９月１５日付けで

『トヨタ新聞』第１号が発行され，１２月２８

日に第８号が発行されたが，人事に関する

報道はない。

１９５１（昭和２６）年　この年度も定期人事異動に



関する報道はない。唯一の例外として「役

付任免のお知らせ」と題して４人の係長の

担当替えが小さく報じられている（昭和２６

年９月４日号）。

１９５２（昭和２７）年　「新職制発表さる」との見出

しの下に，「会社は人事の刷新を主眼とし

て，とりあえず部長級の移動を行い事務部

門の合理的な運営をはかるために，２月１

日 ずけ で一部職制変更を実施した」（昭和
マ マ

２７年２月１２日号），とあり，部長４人の部

署異動，課長４人の次長昇格，職制変更と

して総務部と経理部の組織改変などが報じ

られている。

１９５３（昭和２８）年　「昭和２８年度『新職務』を発

表」との見出しの下に，「①人材の登用。

②適材配置および人事の交流を主眼とし，

大幅な職制変更を実施することにした」，

とあって，改訂された組織図が掲示され，

図には部長以下係長までの氏名が入ってい

る（昭和２８年５月２２日号）。

１９５４（昭和２９）年　昭和２９年４月１６日号には

「職制表」と題して改訂組織図と担当者氏

名が報道されている。同年９月２日号に

は，同じく「職制表」と題して８月１６日付

け改訂組織図と担当者が示されている。こ

のようにこの年には４月と８月の２度の職

制改革が実施された。

１９５５（昭和３０）年　「本年度新職制を発令」との

見出しがあり，「会社は去る１１日付けをも

って職制の異動を行った。その目的とする

ところは人心の刷新をはかり，全般的な人

事の交流，とくに本社と出先機関との大巾

な交流の他スタッフ業務とライン業務を明

確化するとともに一部機構を改組，統合し

て，従来より以上のその運営を円滑にする
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こととなった」。続けて担当者氏名のつい

た組織図がある。（昭和３０年５月２２日号）。

１９５６（昭和３１）年　「さる３月１日付けでもっ

て職制の定期異動を行った」。続いて担当

者氏名附きの組織図がある（昭和３１年３月

１２日号）。

１９５７（昭和３２）年　「新職制を発表」との見出し

を付けて，変更組織の変更理由を説明した

のに続けて「なお，（今年度の異動は・・・

辻）例年より早く行われたが，これについ

ては，①東京，大阪，名古屋などの転勤を

命じられる場合，その子弟の転入学の問題

を配慮して，春休みにそれができるように

配慮された。②４月に新しく入社してくる

新社員の教育のために新所属長がそれぞれ

の職場になれていることが必要である。③

５月には原則として給与改正が行われるは

ずであるが，この職務評価のより公平を期

するために新所属長が，その職務について

十分 は あくしてもらうことが必要である。
ママ

④今年度としては，特に型工場新設に伴

い，この人事異動を早急に考えなければな

らなかった」（昭和３２年２月１２日号）。この

年の新職制の発表は前年より１ヵ月早く実

施された理由を説明している。またこの年

から組織図は掲載されず，代わって氏名と

担当部署の報道がなされるようになり，以

後この形式が踏襲されていく。

　このように社内報の定期刊行が始まる１９５０年

から１９６０年ごろまでの人事報道を見ると，報道

形態や内容が不統一である。まず敗戦の１９４５年

から社内報創刊までの５年間は情報がない。ま

た，争議が起きた１９５０年には人事異動に相当す

るものがなかった。翌５１年には「役職任免」と



して，数人の異動があった。戦後のトヨタで最

初に確認できる人事異動は１９５２年であり数人の

異動が生じた。その後，毎年人事異動が行われ

たが，名称は「職制表」「新職制」「今年度職制

表」「職制の定期異動」などで一定しない。ま

た実施された月は不揃いで何月に行うか，試行

錯誤が続いたようだ。しかし１９５６年に「定期異

動」という表現が初出したことが確認できる。

具体的な報道形態では組織図が示され，部署の

統括責任者の氏名が付記される状態が続いた。

（この期間については，組織図の中のどの部署

のだれが新任なのか留任なのか，確認できない

ので，異動該当者の氏名と人数の確定はできて

いない）。

６．人事異動の全体像

　次にトヨタの人事異動の全体像を数量面から

見ておこう。表１は TWCDが補足している

１９５５年から１９９９年までの４５年間に報道された人

事異動記事の総集計であり，対象人員８万９千

人になる。人事異動は大別すると３種類ある。

昇格のみの人事，配属異動のみの人事，昇格と

配属異動が同時・連動した人事である。まず人

事の実施回数でみると配属異動人事が１７２回，
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昇格人事が１５８回，昇格・部署異動複合人事が

１３１回，合計では４６１回になる。トヨタはデータ

期間の４５年間に大小の人事を４６１回実施した。

１年当たりでは１０回程度になる。１年１０回とい

うのは，規模の大小を問わなければ毎月１回程

度の人事を行っているともいえる。次に人事種

別ごとに何人の人間が対象になったのか，合計

欄の数字をみると，昇格・異動複合人事が最大

で約７万３千人，全異動数８万９千人の８２％を

占める。次いで昇格人事の１万５千人（１６％），

配属異動は一桁少ない１５００人である。表の平均

値は１回当たりの人事対象者数を示している。

これでいうと，昇格・部署異動の複合人事で

５５６人，昇格で９２人，配属異動で９人となって

いる。また最小値と最大値をみると，たった１

人の人事から４０００人超まで，バラツキが大きい。

　このように人事異動という現象では，昇格と

部署異動の複合形態をとる（対象人員の８１％）

のが基本であり，次に昇格人事（１６％）が続き，

部署異動に限った人事は，回数は多いが対象数

としては２％程度である。なお論末に１９５５～

１９９９年のTWCDが捕捉している人事異動の全

データを昇格と部署異動別に表６として示して

おいた。

表１　人事種別人事回数，人数など（１９５５～１９９９年）

最大値最小値合計標準偏差平均値度数人事種別

７００１１４５５７１４０.９９２.０１５８昇格異動人事

４４１１５９８９.２９.３１７２部署異動人事

４１９３２７２９１７１０１７.１５５６.６１３１昇格・部署複合

４１９３１８９０７２５９４.１１９３.２４６１合計

注：本稿で人事異動というのは，昇格人事，配属部署異動人事に限っている。入社，
休職，復職，出向，転籍，定年退職も人事異動と名付けて報道されることがあるが，
本稿ではこれらを対象としない。また昇格というのはポスト長だけではなく資格制
度による専門職や基幹職への昇格も含んでいる。



７．１９８５年の人事実施状況

　ある１年間をみると人事がどのように実施さ

れているか，企業社会が成熟して人事異動の定

期化もほぼ固まった１９８５年の場合を例に考察す

る。

　１９８５年には表２のように大小１１回の人事が行

われた。規模を無視すればほとんど毎月何かの

人事が実施されている。連番１の１月１１日の異

動１というのは，課長待遇社員の部署異動であ

る。一般に異動先は報道されるが，異動元は報

道がない。連番２の２月１日付人事はこの年の

最大規模の人事で昇格７７１に部署異動が６４１起き

ている。社内報はこの人事を「定期職制異動」

と名付けている。この人事についてはすぐ後で

詳しく検討する。連番３の４月５日の人事は昇

格７２７にのぼる。この人事は班長昇格者と組長

昇格者を報じたもので，班長と組長は通常は同

一課内で地位だけが昇格するので，部署異動は

ない。このときの異動３は海外出向へ出たケー
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スである。連番４，５，６は次長，課長クラス

の小規模な担当替えである。連番７の昇格５７６

は工長，組長，班長の大規模な昇格人事であ

り，異動人事は国内外，労働組合などへの出向

である。連番８の異動３というのは，次長，課

長の担当替えと関連企業への出向である。連番

９は貞宝工場を中心にした小規模な組織変更と

部長，次長，課長クラスの担当替えである。昇

格４は新任役員である。連番１０の異動は部長，

次長の担当替え。連番１１は班，組長昇格者の中

規模人事である。この表を見ると，

　①事務・技術系領域での大量の昇格と部署異

動の同時発生（連番２）。

　②技能系領域での大規模および中規模の班，

組，工長の昇格。しかし部署異動はきわめて少

数になる（連番３，７，１１）。

　③事務・技術系領域での数人の状況対応的な

部署異動（連番１，４，５，６，８，１０）。

　これらをまとめると，A事務・技術系領域で

は１年に１回の昇格と部署異動とが連動した大

異動がある。昇格地位では係長から部長までの

表２　１９８５年の人事実施状況（注４）

異動の概要合計異動数昇格数新聞発行日出来事年連番

１課長の部署異動１１１９８５/１/１１

１９８５

１

「定期職制異動」１４１２６４１７７１１９８５/２/１２

技能系，班，組長の昇格７３０３７２７１９８５/４/５３

数人の課長の部署異動４４１９８５/５/１０４

数人の課長の部署異動６６１９８５/６/７５

数人の課長の部署異動４４１９８５/７/５６

技能系，班，組，工長の昇格６０６３０５７６１９８５/８/２７

数人の課，次長の部署異動３３１９８５/９/６８

新設工場への事務・技術系社員の異動３７３３４１９８５/９/２７９

数人の次，部長の部署異動２２１９８５/１１/１１０

技能系，班，組長の昇格８３８３１９８５/１２/６１１



全地位に及ぶ。社内報はこれを「定期職制異

動」と名付けている。B技能系領域では春４月

と夏８月に６００～７００人規模の大規模昇格があ

り，さらに１２月に中規模の昇格がある。しかし

技能系領域では部署異動はほとんどない。C事

務・技術系領域ではほとんど毎月のように規模

数人程度の状況対応的な部署異動がある。D事

務・技術系領域と技能系領域の人事は日程的に

別個に実施されている。ホワイトカラーの人事

が先行し，１ヵ月ほど遅れてブルーカラーの人

事がくる。両者には同日性はない。

　ここで事例とした１９８５年といえば企業社会体

制が成熟した段階にあり，人事関連諸制度も整

備された段階にあったろう。少なくとも１９８０年

代にはこうした形の定期異動と臨時異動が実施

されていた。なお１９８０年の年間人事異動実施状

況については拙著（辻　２０１１　p.８１）を参照さ

れたい。

８．１９８５年２月人事における手順

　人事の手順について考察するために，上で検

討した１９８５年２月１日の事務・技術系の大異動

に絞ってその詳細を見ておこう。この時の社内

報は「定期職制異動」と大きな見出しを付け

て，次の総括的な説明を加えている。「１日付

で（昭和）６０年度の組織改正と職制異動が発令

され，同時に取締役の担当組織も一部変更され

た。（中略）改正後の組織数は１４５部・６５２課と

なり，職制異動は７７８人が昇格するとともに部

間，部内合わせて１２３７人の異動が行われた」

（昭和６０年２月１日号），と全体について説明が

あり，①次に紙面の上半分を割いて，部のレベ

ルの新設，分割，統合，名称変更を詳細に報じ

ている。続いて課のレベルの新設，統合，廃
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止，再編，移管，分割，名称変更を詳細に報じ

ている。②次に，紙面の下半分ほどを割いて

「新任の部・次・課長と係・工長」の氏名が報

じられる。この時は「部長に４８人，次長に８９人，

課長に１７３人，係長に４０１人，工長に６７人がそれ

ぞれ昇格した」とある。③そしてこのページの

１／４ほどと次ページ全面を使って「新職制

（変更分）」として部長異動，次長異動，課長異

動」の順に配属部署名・氏名を報道している。

既任者（ここではすでにある地位に昇格してい

る人を指す。辞書にはないが，適切な用語がな

い）で部署異動がなかった者は報道されない。

　このように定期職制異動の主題は３つであ

り，①組織改正，②昇格者氏名，③統括者の変

更が生じた部署名とその担当者氏名である。人

事異動というのはこの３つの要因が複雑に絡み

合って，いわば三位一体で同時・一斉・一体で

実施される。ちなみに，『広辞苑』（新村出編　

岩波書店）によると，「職制」とは「①職務の分

担に関する制度。②係長・課長以上の管理職。

また，その職にいる人」，とある。

　会社の立場からいうと人の昇格と異動はあく

までも組織の制度，つまり「職制異動」を発端

とする現象である。①会社としては当面するさ

まざまな経営課題に対処するために，最初に職

務分担制度（組織の部・課編成としての「職

制」である。具体的には組織図を想起するのが

よい）を変更・改訂する。②次に組織改革で増

減した部署数をにらみながら，１つ上の地位を

目指して待機している社員の中から一定数を昇

格させる。③新しく昇格させた新任昇格者と既

任者を各部署に貼り付ける。この場合既任者の

留任（部署異動なし）と横滑り（同一地位で部

署異動する）についても考慮する。このように

人事異動は組織要因と人間要因を組み合わせた



複合現象として行われる。

９．１９８５年２月の部・課数の増減と昇格，異動数

１）組織要因　部署数の増減

　人事異動を組織の側から考察すると，部と課

の数がまず焦点となる。部・課の数は人にとっ

ては就任可能なポストの数である。新設部・課

の多い年はポスト数も増えるし，昇格数も増加

する。上の表３は１９８５年２月の「定期職制異

動」で生じた部レベルと課レベルの新設や廃

止，統合などの様子を示している。新聞報道を

筆者の判断でカウントしているので，１～２の

判断ミスがあるかもしれない。部レベルではこ

の時，新設が１，分割が２，統合と名称変更が

各１ずつあった。最終的な数の増減としては，

新設は増加，分割も２分割なら増加である。統

合は２つの部を１つにまとめたのだから部の数

としては１つの減になる。名称変更は部数の増

減には関係がない。このように１９８５年の職制＝

組織改革では部の数は差引２の増加である。同

立命館産業社会論集（第４７巻第３号）66

じように課についても新設の３０と分割の５が増

加，統合の６と廃止の２が減少であり，差引２７

の増加である。結局１９８５年の「定期職制異動」

によって部の総数は報道によれば１４５，課の総

数は６５２となった。

　以上，職制変更＝組織変更による部署数の増

減は，組織的要因の変化である。次に，人の面

からの変化について確認する。

２）人間要因　昇格数，異動数

　１９８５年２月の定期人事異動において生じた人

の面の変化を具体的にみていくと，表４のよう

表３　１９８５年２月の職制＝組織変更

課の増減課レベル部の増減部レベル

＋３０３０＋１１新設

＋５５＋２２分割

－６６－１１統合

０５１０１名称変更

０１２移管

－２２廃止

０１再編

＋２７＋２差引結果数

課の総数６５２部の総数１４５

注：表の数字，新設から差引結果数までは筆者の手作業カ
ウントによる。部の総数と課の総数は新聞に記載された
合計数である。

表４　１９８５年２月の「定期職制異動」での昇格
数，部署異動数，出向数，兼務数

課長次長部長

１７３８９４８昇格数

４６７１１４６７部署異動

２４１８１５出向

７１２８兼務

注：昇格数は報道による。それ以外の部署異
動，出向，兼務は筆者のカウントによる。



である。昇格数は部長４８，次長８９，課長１７３と

なっている。部署異動には新任昇格者の部署配

属と，既任者の担当部署の変更者が混在してい

るが，部長ポスト６７，次長ポスト１１４，課長ポス

ト４６７で，統括者の交替が生じた。さらに一定

数の定年退職者（表には示していない）や出

向・転籍で空いたポストもあり，また１人の人

物に２ないし３の部・課を兼務させる対応もあ

る。さらに事態を複雑にしている要素にポスト

長と，これと同格の職能資格制度等による専門

職（部長・次長は主査，課長は主担当員と呼

ぶ）があり，誰をポスト長とするか，誰を専門

職に回すかのという選択もある。

　このように一方には組織変更による組織面か

らの変動要因があり，他方には，昇格数，担当

部署変更などの人間に関わる変動要因もある。

人事部は組織要因と人間要因の双方を視野に入

れながら，そのマッチングを目指す。このマッ

チングには無数ともいえる選択肢がありうる。

その組み合わせは，先任権ルールがなく，人事

考課の項目や結果についても非公開としている

トヨタでは結局は人事部の専決になっている。

昇格や部署異動に漏れた社員が，仮に人事部に

説明を求めても，人事部はどのようにでも釈明

可能である５）。

３）定期異動の影響強度

　もう一度表３と表４に戻って，定期異動によ

って組織の統轄責任者がどの程度交替するの

か，考えよう。表３によれば部の数は１４５だっ

た。また表４によれば（新任）昇格部長は４８人

である。この４８人全員がどこかの部の部長に就

任したとすると，少なくとも３３％の部で統括部

長が替わったことになる。同じように６５２の課

に対して１７３人の新任課長が就任したので２６％
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の課で課長が交代した。概算では定期異動によ

って３０％の組織でトップが交代する。新任によ

る交替の他に，既任のままで担当部署が変更に

なる場合（表４の部署異動に含まれる）も相当

あるだろうから，定期異動によって毎年１／３

程度の組織の担当者が交替するようだ。筆者に

はこの数値を評価する客観的な指標はないが，

上司の交代による部下の意識変化も考えると，

「人心の一新」と言うにふさわしい規模ではな

かろうか。

　もう一点，表４の昇格数をみると部長４８，次

長８９，課長１７３である。これら全員が内部昇進

者とみなすと，異動以前に次長だった４８人が異

動によって部長になり，異動以前に課長だった

８９人が次長になったと考えることができる。内

部昇進制下ではこうした玉突き昇進が起きる。

その強度は単純な計算だが，部長の４８を１とす

ると次長では１.９倍（８９/４８），課長では３.６倍

（１７３/４８）である。地位が下がるほど人事の影

響範囲は２倍増している。

１０．人事異動の定期化の経過

　以上，ここまで１９８５年の人事について検討し

た。次の課題はこのような人事異動がどんな経

過をたどって定期化していったのか，という問

題に移る。この目的で社員にとって最重要な関

心である昇格異動（昇格者）に限って，TWCD

が捕捉している１９５５～１９９９年について，技能系

社員の場合と，事務・技術系社員の場合を比較

しながら見ていこう。この４５年間の合計では技

能系社員の昇格合計（班～工長）は４３９４４人，昇

格人事実施回数は２０２回，事務・技術系では昇

格合計（係～部長）２５７１３人，昇格人事回数１６３

回である。



　図１は技能系社員の昇格人事について年度別

の昇格数と人事回数を示している。人事回数は

右目盛の折れ線で示し，グラフ中にその数値を

入れている。昇格数は左目盛の棒で示してい

る。まず棒の昇格数に注目すると，当初は５００

人にも満たなかった昇格数は１９６０年代後半には

１０００人台になり，１９７０年代中期にはまた５００人

程度に減少する。しかし１９８０年代以後には，

１５００人，２０００人へと増加していった。トヨタの

事業拡大に伴う技能系社員の数的増加を反映し

た現象である。他方，年間人事回数は全体とし

ては減少傾向を示すが，その動きは単純ではな

い。１９５０年代の回数は大きな振幅を伴いつつ年

当たり１～５回程度である。１９６０年代になると

５～１２回の間で大きな振幅を示す。年間１２回と

いえば毎月１回は昇格人事を行っていることを

示す。元町工場，高岡工場，堤工場と相次いだ

工場新設に対応する組織の新設・変更と，統括

者として班長や組長を配置した結果であろう。

立命館産業社会論集（第４７巻第３号）68

少なくとも１９６０年代の技能系領域では「人事の

定期化」にはほど遠い状態だった。しかし１９６９

年の年間１２回を山に，その後は着実な低下傾向

が現れる。１９７０年代は調整・移行段階であり小

幅な振幅があったが，１９８０年代には４～２回に

落ち着き，１９９４年からは年１回に集約され，人

事の定期化が定着した。

　同じように事務・技術系社員の昇格人事（図

２）について検討する。１９５０年代と６０年代には

２００人に足りなかった昇格合計数（係長～部長

まで）が年度毎に増加して１９９０年代には１５００人

程度に達していることは技能系と同様である。

焦点の人事回数について子細にみていくと，

１９５０年代と１９６０年代の回数には大きな振幅があ

り，状況対応的人事が鮮明である。しかし１９６８

年の１０回を頂点にして，人事回数は減少しつつ

安定化に向かう。１９７０年代の調整・移行期間を

経て，１９８０年代には３～５回で安定化したが，

１９９０年代になっても３～４回の人事実が行なわ

図１　技能系社員の昇格人事，回数，人数（１９５５～１９９９）

19
55

19
56

19
58

19
59

19
60

19
61

19
62

19
63

19
64

19
65

19
66

19
67

19
68

19
69

19
70

19
71

19
72

19
73

19
74

19
75

19
76

19
77

19
78

19
79

19
80

19
81

19
82

19
83

19
84

19
85

19
86

19
87

19
88

19
89

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

0

2

4

6

8

10

12

14

1955 1999

0

500

1000

1500

2000

2500

44

55

11

22

33

77

1212

55

88

1111

99

1111

1212

99

88

77

5 55 5

44

55

44

33

55

44

55

66

55

4 4 4 44 4 4 4

33

2 2 2 2 2 22 2 2 2 2 2

1 1 1 1 1 11 1 1 1 1 1

回



れている様子が明らかになる。

　技能系と事務・技術系両領域における昇格人

事の年間実施回数について検討した。両領域に

おいて基本的に類似した動向が確認できた。要

約すると，①１９５０年代と１９６０年代には人事は多

数回行われ，回数には大きな幅がある不安定な

状態だったが，１９７０年代から少数回・変動幅縮

小への変化が現れ，１９８０年代には概ね，変動幅

少・少数回の安定期に入る。②技能系と事務・

技術系の両領域を比べると，技能系の安定期到

達は事務・技術系よりも５年ほど遅れている。

事技系では１９７９年（人事回数３回）から安定期

に入ったと見なすと，技能系では１９８３年（人事

回数４回）からが安定期である。技能系の安定

期が事務・技術系よりも遅れた理由を推察する

と，対象人数が多いこと，工場部・課の再編成

が頻繁だったこと，そのため小規模な状況対応

的な人事が多数発生したためだろう。逆に事

務・技術系の安定期が早かったのは，人数が少
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ないこと，人事の計画化が容易だったためだろ

う。

１１．規模５０人以上の昇格人事回数

　上で述べたように人事異動の定期化は一直線

に進んだわけではない。この様子をさらに確認

しておこう。ここでの検証課題は次である。先

に検討した年間人事の総回数には対象者が１人

の人事も含まれている。そこで昇格者数５０人以

上という条件を付けて，この基準をクリアして

いる人事回数の動向をみる。

　図３は単純である。技能系，事務・技術系と

も１回に５０人以上を昇格させた大規模な人事回

数を職能別に示している。両職能とも１９５５年か

ら１９６５年までは１９５０年争議の余波で採用をスト

ップしていたこと，企業の規模が小さかったこ

となどから，５０人超人事ゼロの年が続いる。人

事の定期化には昇格対象数がある程度存在する

図２　事務・技術系社員の昇格人事，回数，人数（１９５５～１９９９）
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こと，つまり組織の全体的規模が大きくなる必

要があることがうかがえる。また技能系ではバ

ラツキがいつまでも続き，状況対応的な人事が

長く続いたこともうかがえる。技能系が安定段

階に入るのは１９８３年（年４回）以後である。他

方の事務・技術系では早くも１９６５年から年１～

２回に整理され，１９７３年からは年１回で安定的

に推移している。とはいえ，技能系と事務・技

術系の人事が同時化，一本化されたのは１９９４年

である。「人事異動の定期化」とは両職能の同

時・一体的・年１回実施人事であると理解すれ

ば，トヨタにおいて「人事異動の定期化」が極

限的な形態で完成するのは１９９４年である。

１２．人事の実施月

　兼子毅は人事制度の系統的展開には定期一括

採用と定期人事異動を関連付けることが枢要で

あると主張していた。また田中博秀は日本的雇
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用慣行においては定期一括採用と定期人事異動

には強い関連があると主張していた。そこでト

ヨタの場合について，人事異動が実施される月

別の状態を点検した。

　図４のグラフのX軸には１月から１２月までの

月が入っている。各月には２本の棒があり，左

が技能系社員，右が事務・技術系社員である。

棒の高さはその月の昇格人事で昇格した者の全

体に対する比率である。１月の技能系について

いうと，１９５５年から１９９９年の技能系昇格合計数

は４３９４４だったが，そのうちの１４２９５人は１月に

昇格したので，その比率３２.５％をグラフに入れ

ている。

　技能系の場合は１月が１万４千人で３３％を占

めていて圧倒的である。８月は約１万人で２３％

である。技能系の人事は１ないし２月の冬と８

月の夏の２回に集中している。また４月にも

１９％が集まっている。他方，事務・技術系では

昇格人数の合計は２５７１３人だったが，そのうち

図３　規模５０人以上の昇格人回数（１９５５～１９９９年）
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１月に４６％，２月に５０％が集中していて，この

両月でほぼ全人事が実施されている。残りの月

の人事は５０人未満の状況対応的人事である。つ

まり技能系は年２回，ないし３回，事務・技術

系では年２回に集中している。人事の定期化と

いう面からは，先に確認したように事務・技術

系の集中化が進んでいる。

　しかしその年のメインの定期異動を何月に実

施するか，この点は必ずしも固定していない。

論末に掲載した表６を見ると，１９６０年代には２

月が原則だが１月のこともある。１９７０年代には

２月が原則になり，この状態が長く続いたが，

１９９０年代になるとまた１月が原則になった。社

内報はメインの定期異動をその月に実施する理

由や変更する理由についてほとんど説明してい

ない。例外的に先にもみたように１９５６年には３

月に実施した定期異動を，翌１９５７年に２月に前

倒しした理由として，①転勤者の子弟の教育問

題，②４月に入社してくる新入社員教育の準
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備，③新職場への適応・順応，④新工場の都

合，の４点を挙げていた。

　これらの理由からみると，一括採用された新

入社員よりも新任所属長の子弟教育問題や職場

順応問題が優先されているようである。もちろ

ん定期入社した新人への対応が意識されている

事実も明らかに認められる。

１３．人事の計画化

　先に確認したように「人事異動の定期化」が

極限的な形態で完成したのは１９９４年であった。

極限的な定期化の下で社員管理がどこまで徹底

したのか，１９９５～１９９９年までの５年間のデータ

によって検証しよう。

　表５について説明する。『クリエーション』

１９９５年１月の「人事異動特集号」に，「１月１日

付けで定期の組織改正と人事異動が行われた」

との報道があり，部長級昇格者５０，次長級昇格

図４　昇格人事の月別昇格数（１９５５～１９９９年）
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者１７６，以下班長級までの昇格数が示されてい

る。また組織改革の結果，部の数は２２１になっ

たことも報じられている。他方，『有価証券報

告書』によると１９９５年の従業員数は６９７４８人で

ある。これらの数字を使って１９９５～１９９９年まで

の５年間の昇格管理の結果といえる変動係数を

計算して，表の最右列に示した。２０世紀末のト

ヨタは平成大不況下にあって従業員数の抑制に

努めたのだろう。従業員の変動は極めて小さく

０.０１であり，ほとんど変動がなかった。また，

部の数でみた組織の状態も変動は０.０２で，新設

と統廃合の差引では，これもほとんど変動がな

かった。その上で，事務・技術系における各地

位別の昇格数の変動を見ると，どの地位につい

ても変動は極めて小さい。部長級と課長級が

０.１６で，いくらか大きいとはいえ，極めて安定

している。技能系ではさらに安定度が高く，組

長級０.０４，工長級０.０３である。班長級はさらに

小さく０.０１に過ぎない。毎年千人以上の班長を

昇格させながら，その変動幅を０.０１に維持して

いる。人事部が行っている事前準備の内容を詳

しく知ることはできないが，人事の計画化が極
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限まで進んでいることをうかがわせる。人事の

定期化とは背後に空恐ろしいまでの管理化，計

画化を伴っている。

１４．定期人事異動の社会学

　戦後トヨタにおける人事異動の実施経過を追

い，当初は多かった実施回数が少数回へと縮小

しつつ，１回あたりの異動数では多数規模へ移

行してきたことを確認した。つまり企業社会

の成立（１９６０年代），調整（１９７０年代），成熟

（１９８０年代）につれて人事異動の「定期化」が進

んだ。また事務・技術系の安定的定期化は１９７３

年に，技能系のそれは１９８３年からであり，事

務・技術系の方が技能系よりも１０年ほど先行し

た。また極限的定期化は１９９４年であることも明

らかになった。本論のまとめを兼ねて最後に，

人事異動の定期化という現象は，企業組織と内

部の人間にとってどのような効果ないし結果を

もたらしたのか，考察しておく。

表５　人事異動の計画化（１９９５～１９９９年）

変動係数偏差平均１９９９１９９８１９９７１９９６１９９５西暦年度

０.０２４.７９２１４２０９２０９２１４２１８２２１部数

０.１６９.９９６３７６７４５９５８５０部長級

昇格数

０.０１２.２３１７８１７６１７９１８２１７８１７６次長級

０.１６７７.１４４８８６０２５３５４９５４１４３９３課長級

０.０９７１.５７７５６６７２６７３７７１８２７８３６係長級

０.０３４.７６１７６１８１１８０１７７１７０１７０工長級

０.０４２５.１８６２７６６９６４０６２０６１０５９７組長級

０.０１８.３５１１４２１１３０１１４０１１３８１１５０１１５３班長級

０.０１９２３.４４６９３１６６７９１２６９７５３７０５２４６８６４１６９７４８従業員数

注：部数と昇格数は『クリエーション』各年版，人事の発令日は各年とも１月１日付
けである。従業員数は『有価証券報告書』各年版。



１）状況即応人事と定期大規模人事

　人事異動の定期化の発生的な起源を推察する

と，規模５０～１００人程度の組織では地位の分化

の数や水準も低く，互いに見知った関係がある

ので，人員配分はその都度，状況対応的に行う

のが実質的で合理的であろう。これに対して数

千人，数万人を越える規模の組織では，多数の

地位が分化している。多数の地位が分化して位

階的に編成された官僚制組織では，人員配置の

系統性と整合性を貫くには，同時・一斉に行う

のが合理的であろう。人事異動は組織の改正，

昇格者の選抜，担当部署の異動の三位一体で同

時・一斉・一体で行うことになろう。トヨタの

ような規模数万人の組織では人事異動が定期

化，大規模化するのは，組織の必然である。

　トヨタの経営活動と人事の定期化との関係を

見ると逆説関係がある。１９６０年代のように経営

が順調に拡大して，次々と工場新設がなされた

期間には，人事の定期化は容易に安定しなかっ

た。年に何度もの小規模な状況即応的な人事が

頻発した。逆に経営が安定し，停滞した１９７０年

代になって人事異動の定期化も安定した。組織

が活力に溢れて次々に事業を拡大する局面で

は，状況即応的な人事が多数発生する。他方，

組織の活力が低下して事業が停滞する局面では

人事異動の計画化，画一化が容易である。この

ことの含意は重要である。官僚制組織が組織統

制を強化し，事態を計画的，画一的，統一的に

処理しようとするのはその本性である。しかし

活動期の組織では，統制しきれないさまざまな

事態が生じる。逆に停滞期の組織では多くの事

態は当初の予測通り，予定通り，計画通り，に

進行する。こう見てくると，すべての人事を定

期化することは組織にとってプラスばかりでは

ない。年１回の定期化された大規模異動を基本
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において，組織の緊急局面では随時，個別対応

的な人事を実施する必要がある。結局，大規模

組織における人事異動は，①緊急対応型の個別

人事と，②長期計画型の定期大量人事の２類型

のいずれかとして実施されつつ，両類型は併存

する。

２）日本的雇用慣行と定期異動

　しかしながら日本の大組織において定期人事

異動が創発された理由を組織の一般的本性に求

めるだけでは不十分である。田中が言うように

欧米では大組織の人事といえども，空席が生じ

る都度，外部労働市場から適任者を確保・補充

する「欠員補充人事が」一般的である。したが

って，日本の企業でのみ定期人事異動が定着し

ている理由は，日本の企業の特殊性に関連づけ

て説明されなければならない。日本の企業では

当たり前に見られるのに，欧米の企業には存在

しない諸制度といえば長期雇用，年功昇進，年

功賃金，職務ローテーション，企業特殊能力，

定年制度などである。これらの日本的雇用慣行

と相互に呼応・補完しながら「定期人事異動」

が形成されたと見る必要がある。日本的雇用慣

行の中には新規学卒者の定期一括採用も当然含

まれるだろう。定期一括採用が先か定期人事異

動が先か，新規採用社員の圧力が既存社員を押

し出すのか，既存社員の排出で生じた真空が新

規社員を引き込むのか，鶏卵論議を行っても得

るものは少ない。定期一括採用も定期人事異動

も日本的雇用慣行の重要な構成要素なのだか

ら，早晩両者は相互に関連づけられていった，

と理解するのが自然だろう。ただし，トヨタに

限っていえば定期一括採用は１９６０年には完全定

着していた。これに対して人事異動が相当程度

に定期化されたのは１９８０年代である。つまり定



期一括採用が先行し，定期人事異動が２０年以上

遅れたことは確かである。

　日本的雇用慣行に関する実証研究がある程

度，共通に到達している認識は，日本的雇用慣

行は，発生的には日清・日露戦争をはさむ産業

革命期に出発し，準戦・戦時下の戦時統制経済

によって基礎が与えられ，敗戦後の労働攻勢と

GHQの労働改革によって形を整えた，と見る。

少なくとも１９６０年代の高度成長期には日本的雇

用慣行は，その重要な構成要素が出揃っていた

と考えることができる。この点から言うとトヨ

タにおいて人事異動の定期化が定着したのは

１９８０年代だと評価しても，かなり遅かったこと

になる。その理由の確定には，綿密な実証を必

要とするので，ここでは次の仮説的見解を述べ

るに止める。その仮説とは，人事異動の定期化

という現象は，日本的雇用に関する諸制度，諸

慣行の，いわば総合的，総括的な到達点だった

からではないか。つまり日本的雇用慣行の諸制

度，諸慣行がそれぞれに一定の形を整えた上

に，それらを関連づけ総合化し統一化したのが

人事異動の定期化であった。人事異動の定期化

は企業社会が完成された段階で現れるのではな

いか，というのがここでの筆者の仮説である。

３）定期異動と社員意識

　以上ここまで戦後トヨタにおいて人事異動が

定期化される経過と理由を主として組織の側か

ら考察した。次に人事異動の定期化が企業社会

の構成員，つまり人間に対してどんな事態をも

たらしたのか，①人事部専制の確立，②社員間

競争の激化，③会社時間の呪縛の３点について

考察する。

　人事部の専制　日本的雇用慣行には，欧米の

人事異動ではまぎれのない参照ルールとなって
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いる先任権制度がないこと，人事考課の方法や

評価基準が不透明・非公開であることもよく知

られている。定期人事において組織面から幾つ

の部署を新設ないし廃止するか，人事面から何

人を昇格させ，何人を現職留任で担当替えする

か，等々について人事部にはほぼ無制限な選択

肢があり，特定個人の処遇についてほとんど無

限ともいえる理由付け，弁明，釈明の可能性を

持っている。逆にいえば処遇に疑問を持つ１社

員が，その理由の開示を求めても明快な答えは

期待できない。企業別労働組合の対応も大同小

異である。日本の組合は組合員のキャリア問題

には一貫して関心を示さなかった。こうして多

くの思想差別や性別差別が頻発した。社員は結

局，人事部の専制支配を受容し，ある種のマイ

ンドコントロール下に置かれる。

　社員間競争の激化　人事異動の定期化は，

個々の社員にとっては社員間競争の激化という

重大な副作用を企業社会にもたらした。社員に

とってはある年度の定期異動はその前年の努力

の到達点であり，社員には優秀層，平均層，限

界層の分化をもたらす。また社内報が地位別に

昇格者氏名を一覧報道することは，学生にとっ

て一斉テストの結果が点数順に掲示されるよう

な効果をもたらす。同僚や先輩や後輩との関係

での自分の位置をいやでも認識せざるをえな

い。社員としては来年の人事で好結果を得よう

と次の１年，身を粉にして働く。定期人事異動

は社員の「人心一新」をも狙いとした一種のカ

ンフル剤の効果をもつ。１９９０年代になるとトヨ

タは定期人事を１月１日付けで実施するように

なった。

　会社時間による支配　また定期人事異動は

「企業の中の主要な年中行事」（田中　１９８０　

p.３８０）となることで，多くの日本人の生活行動



を強く規制するようになった。日本人の生活の

転機，例えば転勤，転職，引っ越し，結婚，子

育て，子作りなど，が会社時間の拘束の下に行

われるようになったが，その中心には定期人事

異動があった。大企業における人事の定期化で

確立した会社時間の枠組は，会社人間だけでは

なく，日本社会の全般的な企業社会化ととも

に，日本人の行動全体を枠付けることになっ

た。

　本稿は日本的雇用慣行の諸要因のうちで十分

な研究が行われてこなかった人事異動の定期化

過程に限定して，それもトヨタの場合について

事例的に考察した。しかしデータの制約から戦

前と戦後初期段階でのトヨタの状態については

触れられなかった。また他社の状態についても

まったく立ち入れなかった。さらに部署異動の

背後にある職業能力形成（職務ローテーショ

ン）と定期異動の関係についても論じることが

できなかった。こうした点について後進による

研究が進展することを願っている。

　最近の企業社会の変容ぶりは激しい。定期一

括採用は途中採用の導入へ，長期勤続制度は非

正規・有期雇用の大量利用へ，６０歳定年制は，

その延長や再雇用へ，などの大きな変化が起き

ている。こうした日本的雇用慣行の大幅な変

更・修正のなかで定期人事異動制度がどうなる

のか注目したい。

（２０１１年１１月１８日完）

注
１） 野村正實は定期採用制度と定期人事異動の関
連を指摘した田中博秀に言及しながら，「定期
人事異動は定期採用制度と関係なくてもおこな
われうる。今のところ，定期人事異動がいつ頃
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からどのような理由ではじまったのか不明であ
る。定期人事異動については今後の研究を待た
なければならない」（野村２００７　p.５４）。と述べ
ている。本稿は日本的雇用慣行についての社会
科学の空白部分をいくらかなりと埋める試みで
ある。

２） 筆者は２０１１年に『トヨタ人事方式の戦後史』
と題した著書を公刊した。トヨタにおける人事
異動の定期化過程を論じた本稿も，この公刊本
の延長上に属し，補論の位置にある。本稿では
十分説明できなかったトヨタの地位体系や
TWCDと名付けたデータベースの構造，構築手
法などについては公刊本を参照していただきた
い。

３） トヨタの元人事部長だった山本恵明によると
「新規学校卒業者の正規採用を再開したのは，
確か（昭和）２８年からだった」（田中博秀　１９８２ 
p.６４）という。しかし，その数は少なかった。
大卒（旧制，新制，院含む）男子の採用数を示
すと，１９５１年０，５２年０，５３年１４人，５４年１３人，
５５年８人，５６年１８人，５７年３７人，５８年３６人，５９
年３９人，６０年５１人，６１年９８人である。（同論文
p.６５の資料Ⅱ　「年次別，学歴別正規採用人員
一覧表」による）。

４） 表２の数値はTWCDが補足している値であ
り，新聞が報道した数字と若干のちがいがあ
る。連番２，２/１の「定期人事異動」を例に
説明する。①昇格数について新聞は「７７８人が
昇格した」とある。TWCDは表２のように昇格
数として７７１人を補足している（９９％）が，７人
の取りこぼしがあるのは，やむをえない。②部
署異動について新聞報道は「部間・部内合わせ
て１２３７人」となっている。TWCDはそのうちの
６４１しか補足していない。この理由は新聞は課
長以上の異動しか報道しないので，TWCDは課
長以上異動６４１を拾っている。では残りの５９６人
（１２３７－６４１＝５９６）はどうなっているのかとい
うと，大部分が係長と工長の部内（課内）異動
であるが，これについては報道されないので
TWCDでは補足できない。ちなみにこのとき
昇格した係長４０１人と工長６７人を足すと４６８人に
なる。さらに人事異動として報道される出向の



５７人（次頁の表４を参照されたい）はTWCDで
は排出情報に分類しているので，ここには集計
されていない。そこで係長昇格４０１＋工長昇格
６７＋出向５７＝５２５をTWCDの異動６４１に加える
と１１６６になる。まだ不足する７１（６％）（７１/
 １２３７×１００）については，その相当数は１人の
社員が２～３の部署を担当する兼務であろう
（TWCDは複数部署の兼務については最初に提
示される部署のみを取り込んでいる）。もちろ
んTWCDの取りこぼしも一定数あることは否
定できない。③表２の連番２の合計数の１４１２に
ついては，昇格数と異動数を単純に足しただけ
なので上記①と同じ問題があって，新聞報道よ
りも数では７８，比率では６％ほど不足している
（７８/１２３７×１００）。④以上の考察をTWCDの信
頼性の観点からまとめると，A：昇格数につい
てはTWCDは新聞報道数の９９％を補足してい
る。B：部署異動数についてはTWCDは新聞報
道の９４％を補足している。別言すると６％の取
りこぼしがある。

５） トヨタでは１９８９年２月までの人事は部長，次
長などの地位別に行われたが，同年８月の人事
では部長級，次長級の呼称で行われるようにな
った。また１９９７年からは基幹職１級（部長級），
基幹職２級（次長級）同３級（課長級）などの
呼称が現れる。本稿にとってのこの含意は，部
長，次長などの地位呼称で昇格を行えば，早晩
ポスト長に任命しなければならないが，部長
級，次長級として昇格させておけば，すぐにポ
スト長にしなくともよく，組織の必要が生じた
時点で部長級プールや次長級プールの中からポ
スト長を選べばよいという点である。要するに
一方では社員の地位要求に応えながら，人事部
としての自由度を広げた事実が重要である。職
務から職能資格への改革は，人事部の自由度を
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広げたことに注目したい。
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表６　トヨタの人事異動実施状況（１９５５～１９９９年）
合計異動昇格新聞発行日出来事年連番合計異動昇格新聞発行日出来事年連番
２３２３１９６３/１/１９

１９６３

５７５５１９５５/３/２

１９５５

１
９９６８３１１９６３/２/２５８７７１９５５/４/２２２
５０５０１９６３/２/９５９２８５２８５１９５５/５/２２３
４４１９６３/３/１６６０１１１９５５/９/１２４
１８１７１１９６３/８/３６１４４１９５６/２/２

１９５６

５
２６２６１９６３/８/１０６２６６１９５６/２/１２６
１０８２１９６３/９/７６３３０５３０５１９５６/３/１２７
４８４８１９６３/１０/５６４１６１６１９５６/３/２２８
５２３１９６３/１２/１４６５１１１９５６/４/１２９
１４２８５５７１９６４/２/１

１９６４

６６１１１９５６/７/２２１０
９５９５１９６４/２/８６７５５１９５６/９/１２１１
２７２７１９６４/５/１６６８７７１９５６/１２/１２１２
１１１９６４/６/１３６９２８２８１９５７/２/２２１９５７１３
３３３３１９６４/７/１１７０１９１９１９５８/６/２２

１９５８

１４
２２１９６４/８/１７１３３１９５８/７/２１５
４５６３９１９６４/８/２２７２４４１９５８/７/１２１６
３０３２７１９６４/９/１９７３８８１９５８/９/６１７
６４１６４８１９６４/１１/１４７４５５１９５８/１２/６１８
３３１９６４/１２/５７５４０４０１９５９/２/７

１９５９

１９
３３３３１９６４/１２/１９７６１１１９５９/７/２５２０
３３３３１９６５/１/９

１９６５

７７１５１５１９５９/８/１５２１
８７８７１９６５/２/１３７８２２１９５９/１０/２４２２
１４４１４４１９６５/３/１３７９１１１９５９/１１/７２３
１９１９１９６５/５/１５８０６８６８１９６０/１/３０

１９６０

２４
５０５０１９６５/６/１２８１２０２０１９６０/４/９２５
９９１９６５/７/１０８２７７１９６０/４/１６２６
１３１３１９６５/８/７８３３３１９６０/６/１１２７
８２８２１９６５/９/４８４４６４６１９６０/７/３０２８
５２２５０１９６５/１０/９８５１５８６２９６１９６１/２/４

１９６１

２９
１１１９６５/１１/２０８６５５１９６１/３/４３０
５２５２１９６５/１２/１８８７１７１７１９６１/８/１２３１
２１２１１９６６/１/１５

１９６６

８８１３３１０１９６１/９/２３３２
１３１１０５２６１９６６/１/２２８９４６１４５１９６１/１０/７３３
６９６９１９６６/２/５９０１５１５１９６１/１０/２１３４
１０９１０９１９６６/３/１２９１２２１９６１/１１/４３５
６３６３１９６６/４/９９２８３５１９６１/１２/２３６
３８３８１９６６/５/７９３１０２８１９６１/１２/２３３７
３２３２１９６６/７/９９４８０６１１９１９６２/２/３

１９６２

３８
２２２２１９６６/８/６９５５５２５３１９６２/２/１７３９
４４４４１９６６/９/１０９６４９２４７１９６２/３/３４０
６２６２１９６６/１０/８９７４８１４７１９６２/３/２４４１
１１１９６６/１０/１５９８３２３２１９６２/４/１４４２
２２２２１９６６/１１/５９９１９１９１９６２/５/５４３
２１２１１９６７/１/１

１９６７

１００６６１９６２/５/１２４４
４８４８１９６７/１/１４１０１１２１２１９６２/５/１９４５
９７５７４０１９６７/２/６１０２１８３１５１９６２/６/９４６
５６４５１１１９６７/２/１１１０３１１１１０１９６２/７/７４７
９７９７１９６７/２/１８１０４４４１９６２/７/２７４８
１７３１７３１９６７/３/４１０５４４１９６２/８/４４９
６５６５１９６７/５/６１０６３３１９６２/８/１１５０
４７４７１９６７/６/１０１０７３４４３０１９６２/９/８５１
２２１９６７/７/１１０８３３１９６２/１０/６５２
２２１９６７/７/２９１０９３０３０１９６２/１０/１２５３
１００１００１９６７/８/５１１０１７１７１９６２/１０/２０５４
２８２８１９６７/９/２３１１１３３３３１９６２/１１/１０５５
７４７４１９６７/１０/７１１２２２１９６２/１２/８５６
４２４２１９６７/１１/５１１３
２１１１９６７/１２/２１１４
３４３４１９６７/１２/９１１５
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合計異動昇格新聞発行日出来事年連番合計異動昇格新聞発行日出来事年連番
５３４２１２３２２１９７３/２/２

１９７３

１７９３５３５１９６８/１/１３

１９６８

１１６
３１７２３１５１９７３/４/６１８０１７７１０３７４１９６８/２/３１１７
３３１９７３/４/１３１８１１２１２１９６８/２/１０１１８
３３１９７３/５/１１１８２１０５１０５１９６８/２/１７１１９
２２１９７３/６/２９１８３３５８３５８１９６８/３/９１２０
６２５３９１９７３/７/２７１８４３９３９１９６８/５/４１２１
２２０２２０１９７３/８/１０１８５２２１９６８/５/１１１２２
１１０１１０１９７３/１０/５１８６４６４６１９６８/６/９１２３
９８１１９７３/１１/３０１８７５５５５１９６８/７/１３１２４
６６６６１９７３/１２/７

１９７４

１８８３３１９６８/８/３１２５
５９４２２７３６７１９７４/２/１１８９１６５３１１３４１９６８/８/１０１２６
３９５３９５１９７４/４/８１９０１０４１０４１９６８/９/１４１２７
１１１９７４/４/１２１９１７２５６７１９６８/１０/１２１２８
２２１９３１９７４/７/２４１９２３４３４１９６８/１１/１６１２９
１１１９７４/８/１１９３５２５２１９６８/１２/１４１３０
１３２１３２１９７４/８/８１９４１１１９６８/１２/２１１３１
１０１０１９７４/８/２１１９５２１１１２８８３１９６９/２/１

１９６９

１３２
２２１９７４/９/４１９６１３１１３１１９６９/２/１５１３３
７７１９７４/９/２７１９７４４０４４０１９６９/３/１５１３４
１０２１０２１９７４/１０/４１９８５２５２１９６９/４/１２１３５
２２１９７４/１１/１１９９４５４５１９６９/５/１０１３６
３３１９７４/１２/６２００１１１９６９/６/７１３７
２２１９７５/１/１０

１９７５

２０１１１１９６９/６/１４１３８
５３５２４４２９１１９７５/２/３２０２４４１９６９/７/２６１３９
２１１２１１１９７５/４/４２０３１６８１６８１９６９/８/９１４０
２１１３８１９７５/５/３０２０４１１１９６９/９/６１４１
１４９１８１３１１９７５/８/２２０５４２４２１９６９/９/１３１４２
５５１９７５/９/５２０６８３８３１９６９/１０/１１１４３
３０３２７１９７５/１０/３２０７４９４９１９６９/１１/１５１４４
３１３１１９７５/１２/５２０８１１１９６９/１１/２９１４５
５２８２３９２８９１９７６/２/２

１９７６

２０９３３３３１９６９/１２/６１４６
２５４２５４１９７６/４/２２１０２５３１６１９２１９７０/１/３１

１９７０

１４７
１１１９７６/６/２５２１１９１２８９１９７０/４/１１１４８
１８４２４１６０１９７６/７/３１２１２８２８２１９７０/５/９１４９
１６９７１９７６/９/２４２１３４７４７１９７０/６/６１５０
５８５８１９７６/１０/１２１４６８６８１９７０/７/４１５１
５９６２７３３２３１９７７/２/４

１９７７

２１５１９９１６１８３１９７０/８/８１５２
５５１９７７/３/４２１６３３３３１９７０/９/５１５３
１１１９７７/３/２５２１７１４０６１３４１９７０/１１/７１５４
２７１２７１１９７７/４/１２１８６７６７１９７０/１２/５１５５
４４１９７７/５/１３２１９２５３２２１９７１/１/１４

１９７１

１５６
７７１９７７/６/３２２０３４５２０１１４４１９７１/１/３０１５７
１１１９７７/７/２２２１５２０３４９１７１１９７１/２/１３１５８
２２１９７７/７/２２２２２３９３３９３１９７１/３/６１５９
１８１２０１６１１９７７/７/３０２２３２１２１９１９７１/５/８１６０
７５２１９７７/９/２３２２４１１１９７１/５/２９１６１
５６３２４２３２１１９７８/２/３

１９７８

２２５４２２１９７１/７/２９１６２
２２１９７８/２/１７２２６２３７１２２２５１９７１/８/１３１６３
２７９２７９１９７８/４/７２２７６２６２１９７１/１０/２１６４
１１１９７８/７/２８２２８１１１９７１/１０/２３１６５
２０８２５１８３１９７８/８/８２２９５５１９７１/１１/６１６６
４１２２１９１９７８/９/２９２３０５９５９１９７１/１２/４１６７
６５６５１９７８/１０/６２３１２２１９７２/１/１４

１９７２

１６８
６９６９１９７８/１２/１２３２２８９１７６１１３１９７２/２/５１６９
６５２３１０３４２１９７９/２/２

１９７９

２３３６７０４４３２２７１９７２/２/１１１７０
２２１９７９/２/９２３４４３８４４３４１９７２/４/１１７１
３０７３０７１９７９/４/６２３５６６１９７２/５/５１７２
３１６１２３０４１９７９/８/９２３６２２１９７２/５/１２１７３
１１１９７９/８/１２２３７３０１２９１９７２/６/３１７４
２２１９７９/９/２８２３８４４１９７２/７/７１７５
１６４１６４１９７９/１２/７２３９３６３０６１９７２/７/２９１７６
６８０２９０３９０１９８０/２/４

１９８０

２４０１６７２２１４５１９７２/８/１１１７７
３２４３２４１９８０/４/４２４１６９６９１９７２/１２/２１７８
１１１９８０/６/６２４２
５４８５４８１９８０/８/１２４３
２３３２０１９８０/９/２９２４４
１６２１６２１９８０/１２/５２４５
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合計異動昇格新聞発行日出来事年連番合計異動昇格新聞発行日出来事年連番
１１１９８７/１/９

１９８７

３１０７９６３４０４５６１９８１/２/６

１９８１

２４６
１７９２７７３１０１９１９８７/２/３３１１２２１９８１/２/１３２４７
８２１４８１７１９８７/４/３３１２２０４２０４１９８１/４/３２４８
３３１９８７/５/８３１３４０６４０６１９８１/４/１０２４９
９７２１９８７/６/５３１４１１１９８１/７/４２５０
１１１９８７/６/１９３１５６４６４１９８１/８/６２５１
１１１１１９８７/７/８３１６５１２５１２１９８１/８/２１２５２
６４６１９６２７１９８７/８/５３１７１１９１１９１９８１/１２/４２５３
６６１９８７/９/４３１８８８５３３４５５１１９８２/２/５

１９８２

２５４
１６８８１９８７/１０/２３１９１１１９８２/２/１９２５５
６６１９８７/１２/４３２０２２２１２２１１９８２/４/２２５６
２２１９８８/１/１５

１９８８

３２１４７６４７６１９８２/４/９２５７
２５７５７６１１８１４１９８８/２/２３２２１１１９８２/６/１８２５８
１１１９８８/２/３３２３１７１７１９８２/７/９２５９
１１１９８８/３/４３２４４９９４９９１９８２/８/２７２６０
５５１９８８/４/１３２５３７１３６１９８２/１０/１２６１
３３１９８８/５/１３３２６１３０１３０１９８２/１２/１０２６２
３３１９８８/７/１３２７１５２３７９８７２５１９８３/２/４

１９８３

２６３
６６０２１６３９１９８８/８/８３２８７００７００１９８３/４/１２６４
１１１１１９８８/９/２３２９３４２１１３１９８３/８/６２６５
４７１６３１１９８８/９/３０３３０５３１５３１１９８３/８/２６２６６
６６１９８８/１０/７３３１６５１１９８３/９/３０２６７
５５１９８８/１２/２３３２２２１９８３/１０/７２６８
１１１９８９/１/１３

１９８９

３３３２２１９８３/１１/５２６９
２８３４９０４１９３０１９８９/２/１３３４１２５３１２２１９８３/１２/２２７０
１１１９８９/４/７３３５１１１９８４/１/１３

１９８４

２７１
２２２２１９８９/５/１２３３６１２６９５８４６８５１９８４/２/３２７２
１１１９８９/６/２３３３７７９４１７９３１９８４/４/６２７３
７７１９８９/６/３０３３８４４１９８４/５/１１２７４
１１１１１９８９/７/７３３９１１１９８４/６/１２７５
６５５６５５１９８９/８/１３４０８８１９８４/７/６２７６
８８１９８９/１０/６３４１２１１１９８４/７/２７２７７
１３１３１９８９/１１/２３４２４９１４９１１９８４/８/３２７８
１１１９８９/１１/１７３４３７５２１９８４/９/７２７９
５５１９８９/１２/１３４４２９９２０１９８４/９/２８２８０
１１１９９０/１/１２

１９９０

３４５１３１３１９８４/１０/５２８１
３２１２１０７９２１３３１９９０/２/１３４６１１１１１９８４/１１/２２８２
２２１９９０/３/２３４７８０２７８１９８４/１２/７２８３
９９１９９０/４/６３４８１１１９８５/１/１１

１９８５

２８４
４４１９９０/５/１１３４９１４１２６４１７７１１９８５/２/１２８５
１２１１１１９９０/６/１３５０７３０３７２７１９８５/４/５２８６
６６１９９０/７/６３５１４４１９８５/５/１０２８７
８３２６８７６４１９９０/８/３３５２６６１９８５/６/７２８８
７７１９９０/９/７３５３４４１９８５/７/５２８９
１９１９１９９０/９/２８３５４６０６３０５７６１９８５/８/２２９０
３７３０７１９９０/１０/５３５５３３１９８５/９/６２９１
１１１９９０/１０/２６３５６３７３３４１９８５/９/２７２９２
８７１１９９０/１１/２３５７２２１９８５/１１/１２９３
８８１９９０/１２/７３５８８３８３１９８５/１２/６２９４

３０３７５３５２５０２１９９１/２/１

１９９１

３５９１１１９８６/１/２４

１９８６

２９５
１１１１１９９１/３/２２３６０１４９７５８０９１７１９８６/２/４２９６
１２１２１９９１/４/５３６１１１１９８６/３/７２９７
２５２５１９９１/５/１０３６２１１１９８６/３/２１２９８
１３１３１９９１/６/７３６３８５３１８５２１９８６/４/４２９９
３７３６５３０８１９９１/８/２３６４３３１９８６/５/９３００
４４１９９１/９/２７３６５１１１９８６/５/２３３０１
１９１６３１９９１/１０/４３６６５５１９８６/６/６３０２
３３１９９１/１０/１１３６７１１１９８６/６/２０３０３
４４１９９１/１１/１３６８８８１９８６/７/４３０４

６４５４０６０５１９８６/８/１３０５
５５１９８６/９/５３０６
２７２７１９８６/９/２６３０７
２２１９８６/１０/３３０８
４０５３５１９８６/１２/５３０９
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合計異動昇格新聞発行日出来事年連番合計異動昇格新聞発行日出来事年連番
３９０５５３７３３６８１９９６/１/８

１９９６

４１６３３１０５５７２７５３１９９２/１/１

１９９２

３６９
３５３５１９９６/３/１４１７８８１９９２/２/７３７０
４３４３１９９６/４/１４１８９９１９９２/３/６３７１
１３１３１９９６/５/７４１９１２１２１９９２/４/３３７２
３０３０１９９６/６/３４２０６６１９９２/５/１５３７３
１３０８９４１１９９６/７/１４２１７７１９９２/６/５３７４
１９１９１９９６/８/１４２２１６１６１９９２/７/３３７５
２８２５３１９９６/９/２４２３８１３２５７８８１９９２/８/６３７６
１３１３１９９６/１０/１４２４１４１４１９９２/９/４３７７
１０１０１９９６/１１/１４２５２６１２５１９９２/９/２８３７８
４１６７７６６３４０１１９９７/１/６

１９９７

４２６４０３７３１９９２/１０/２３７９
１０１０１９９７/２/１４２７４４１９９２/１１/６３８０
１２１２１９９７/３/３４２８２２１９９２/１２/４３８１
３６３６１９９７/４/１４２９３０７８４８２２５９６１９９３/１/１

１９９３

３８２
１７１７１９９７/５/６４３０２２１９９３/２/５３８３
４４４４１９９７/６/２４３１８８１９９３/３/５３８４
９１８４７１９９７/７/１４３２９９１９９３/４/２３８５
２３２３１９９７/８/１４３３１９１９１９９３/５/１４３８６
４１４１１９９７/９/１４３４２４２４１９９３/６/４３８７
２３２３１９９７/１０/１４３５２６２６１９９３/７/２３８８
１４１３１１９９７/１１/３４３６７８７２４７６３１９９３/８/５３８９
３３１９９７/１２/９４３７２６２６１９９３/９/３３９０

４０５７６７７３３８０１９９８/１/７

１９９８

４３８１８１８１９９３/１０/１３９１
６６１９９８/２/２４３９７７１９９３/１１/５３９２
１８１８１９９８/３/２４４０４４１９９３/１２/３３９３
２７２７１９９８/４/１４４１３７４５５０２３２４３１９９４/１/１

１９９４

３９４
１９１９１９９８/５/６４４２７７１９９４/２/４３９５
２６２６１９９８/６/１４４３５５１９９４/３/４３９６
６５４３２２１９９８/７/１４４４２５２５１９９４/４/１３９７
２２２２１９９８/８/３４４５７７１９９４/５/１３３９８
２５２１４１９９８/９/１４４６１９１９１９９４/６/３３９９
１０１０１９９８/１０/１４４７２７２７１９９４/７/１４００
８８１９９８/１１/１４４８１３１３１９９４/８/４４０１
６６１９９８/１２/１４４９３０３０１９９４/９/２４０２

４１９３７２０３４７３１９９９/１/６

１９９９

４５０２０２０１９９４/９/２８４０３
７７１９９９/２/１４５１３７３３４１９９４/１０/７４０４
１１１１１９９９/３/１４５２５５１９９４/１１/４４０５
１９１９１９９９/４/１４５３３９８４６３５３３４９１９９５/１/６

１９９５

４０６
７７１９９９/５/６４５４２２１９９５/２/１４０７
２１２１１９９９/６/１４５５１６１６１９９５/４/３４０８
１０３９９４１９９９/７/２４５６１９１９１９９５/５/８４０９
１９１９１９９９/８/２４５７１２１２１９９５/６/１４１０
２４２２２１９９９/９/１４５８６３５８５１９９５/８/１４１１
１６１５１１９９９/１０/１４５９２０２０１９９５/９/１４１２
１２１２１９９９/１１/１４６０１８１７１１９９５/１０/２４１３
９９１９９９/１２/１４６１４４１９９５/１１/１４１４

８９０７２１９３７２６９７００合計６６１９９５/１２/１４１５
４６１回３０３回２８９回人事回数
１９３.２６３.９２４１.１平均人数

注：データは『トヨタ新聞』で報道された人事についてTWCDが補足している昇格と部署異動について示している。昇
格は班長から部長までの全地位，異動は報道方針の制約によって課長から部長までである。しかしもちろんTWCD
には読み込みミスや原資料の欠損があって完全なトヨタ人事を再現しているわけではない。なお，規模が大きく，
昇格と部署異動が同日で実施された場合は原則として定期人事と見なしてよかろう。
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Abstract: Much empirical research has been devoted to the exploration of Japanese-style 

management systems and corporate employment practices unique to Japan, including lifetime 

employment, seniority-based wages and promotion, collaborative relations between labor and 

management, periodic mass hiring, and mandatory retirement. However, little empirical research 

has been conducted on Japanese companies’ regular personnel change system. Using Toyota 

Motor Corporation as an example, this study took an empirical approach to the development of a 

regular, massive personnel change system, by exploring how personnel changes─initially 

conducted in a temporary manner─were institutionalized as the business sector grew from its 

early developmental stage (the 1960), adjustment stage (the 1970s), to mature stage (the 1980s). 

In Toyota, a periodic personnel shift system was introduced as a corporate practice in the 

technical field in the early 1980s, and in the clerical and engineering fields in the early 1970s. 

Consideration was also given to the significance of the institutionalized personnel change system 

for corporate society, and employees’ awareness of the personnel change system.

Keywords: regular personnel change system, Toyota Motor Corporation, Toyota workers career 

data, Japanese-style management system
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